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は じ め に

こんにち，長期不況下にある日本経済の再生・活性化のキーワードとして，規制緩和

ないし規制撤廃（deregulation）が注目されている。

わが国では 1980年代前半の第 2次臨調（臨時行政調査会）から第 1次臨時行政改革

審議会（行革審）にかけて，国鉄・電電公社など公企業の民営化が推進され，規制緩和

は副次的な位置づけにあった。しかし，1990年代に，第 3次行革審における審議以

降，「規制緩和」が，低迷する経済改革の集約的施策として推進されるようになった。

1993年 11月の経済改革研究会の中間報告（いわゆる『平岩レポート』）による「経

済的規制は原則自由に，社会的規制は自己責任原則で最小限に」との「基本原則」の明

示に始まり，1995年 3月末の「規制緩和推進計画」以降数次の計画と各種「業法」改

正によって実施に移されてき
1

た。

とりわけ，日米構造協議において，「内需拡大・市場開放」を強く求めるアメリカの

「外圧」が規制緩和を加速させた。経済協力開発機構（OECD）加盟国においても，行

財政機構の改革，公企業の民営化，経済的・社会的規制の緩和，外資流入規制の緩和な

ど，「規制緩和と民営化」をキーワードに，「規制の国際化」・「規制緩和競争」・「行政の

国際競争」を推進してい
2

る。
────────────
１ この経緯については，多くの文献があるが，国際的文脈でとらえたものとして，当面，橋本寿朗・中川
淳司編『規制緩和の政治経済学』夕斐閣，2000年を参照されたい。

２ Public Management Service of Organisation for Economic Co-operation and Development, Regulatory Co-
operation for an Interdependent World, OECD, Paris, 1994（経済協力開発機構・行政管理委員会，スコッ
ト・H・ジェイコブズ編，中邨章監訳『規制の国際化－規制緩和・国際標準化・規準強化－』龍星出
版，1996年，233−234ページ参照）。
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このような「外圧」も加わり，「規制大国」といわれる日本の硬直的な行政機構と日

本型経済システム，つまり日本の「政府と企業」間関係を大きく変える方向性が打ち出

されてきたのである。『平岩レポート』では，「従来の輸出型経済構造を規制緩和，企業

のリストラ，住宅・社会資本投資，内外価格差の縮小等により，内需型経済構造に転換

する」と明言されている。公共事業優先の国債増発による財政政策の破綻，輸出主導型

の産業構造の限界が明らかになるにつれて，経済界から，民業圧迫論・「小さな政府」

論も強まってきた。特殊法人改革など公企業の民営化もすすめられている。こうして，

日本経済の活性化策の眼目に，「規制緩和」が据えられることになったのである。

規制緩和問題は，当初の行政手続きの簡素化に始まり，通信・金融・交通・流通・エ

ネルギーなど，産業をめぐる経済的規制をめぐって大きな論争が展開した。しかし，最

近では，医療・福祉・教育・雇用など，社会的規制の分野に力点がシフトし，やや様相

を異にしている。とりわけ，最近の狂牛病（牛海綿状脳症，略称 BSE）問題，牛肉偽

装など雪印食品不祥事事件は，食品・食糧という生活に直接かかわる部面において，懸

念されていた「規制緩和」の問題点を鮮明に露呈することになった。

現在，「構造改革」の焦点とされている「規制緩和」は，市民生活と企業経営にどの

ような影響を及ぼしているのであろうか。この論点は，現代経営学が直面する重要課題

になってきている。以上の問題関心から，本稿では，規制緩和論の最近の変化と，若干

の理論的前提について検討を加えつつ，アメリカによる「外圧」の内容とその後の問題

状況の変化をトレースし，規制緩和論争の現段階について考察することにする。

Ⅰ 「規制緩和」論の変容

規制緩和は，アメリカにおけるシカゴ学派の台頭を背景に，1980年代以降，「規制撤

廃・解除（Deregulation）」の政策思想としてあらわれた。ハーバード・ビジネススクー

ル教授 R．ヴィーター（Richard H. K. Vietor）によれば，1920年代に，運輸・エネルギ

ー・通信・金融という公益性にかかわる分野（合計して当時の国民総生産の 4分の 1）

において競争が展開したが，1929年世界大恐慌後の 1930年代に，競争は衰退して連邦

規制が定着し，「経済的規制の時代（The Era of Economic Regulation）」が続いた。しか

し，1974年の石油危機・インフレーション・不況の発現，つまりスタグフレーション

が深刻化した 70年代後半に，「規制の失敗（The Failure of Regulation）」が明らかにな

り，カーター政権（1977−81年）が着手した一連の「規制改革の波」を経て，1980年

代以降，「規制撤廃」ないし「規制改革（Regulatory Reform）」がアメリカはもとより世

界的な潮流となったのであ
3

る。わが国では，1980年代の臨調行革，1990年代の日米構
────────────
３ Richard H. K. Vietor, Contrived Competition : Regulation and Deregulation in America, Harvard University�
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造協議による「外圧」のもとに，低迷する経済改革の集約的施策として「規制緩和」が

推進されてき
4

た。

規制緩和を系統的に要求してきた経済団体連合会（経団連）は，1994年 11月に，規

制緩和の徹底により，1995−2000年に GDP（国内総生産）が実質 177兆円，雇用者数

も 74万人増加するとの試算を発表した。

しかし，2001年 8月末現在の日本の経済は，国・地方の長期累積債務が 666兆円，

国債発行残高も 380兆円に達している。途方もない財政赤字とともに，同年 4−6月期

は，前年比名目 GDP がマイナス 3.2％と，不況の深刻化が明白になり，輸出の停滞・

記録的な企業の負債と倒産に加えて，ついに完全失業率が同年末に 5.6％を超えた。電

機・電子メーカーをはじめとする企業のリストラクチャリングは，生産拠点の海外シフ

トを加速し，産業空洞化問題をさらに深刻化させている。このような日本経済の低迷に

対応するように，規制緩和をめぐり，以下のように新たな変貌が見られる。

第 1に，規制緩和の目的の変化である。当初の「行政の効率化・簡素化」から，「原

則廃止，例外規制」原則の設定をへて，1990年代後半以降，『規制緩和 3ヵ年計画』の

下で，中央集権的な省庁の「横断的検討」が開始され，「地方規制」・「民民規制」の検

討・見直しにまでその範囲が広がり，「構造改革」の最重点として，かなり包括的な方

向性が打ち出されている。

第 2に，従来の公的規制は「事前規制型行政」であり，我が国が「先進国へのキャッ

チ・アップ（追いつき）型であった時代においては効率的」だったが，「民間の活力が

一段と発揮されるべき今日の時代において必要とされる」行政は，「事後チェック型行

政」である，とされてい
5

る。規制の形骸化もみられる今日，事後的なチェックはどの程

度可能であるのか，その事後的な徹底は，規制のコスト負担の増大さえ懸念される。

第 3に，最近，規制緩和に代わり，「規制改革」という用語が打ち出されてきた。政

府発表でも顕著な傾向であるが，それは，規制システムの「再構築」「再規制」を意味

し，そのために，積極的な競争促進＝独占禁止法政策が必要とされている。

第 4に，政府の総合規制改革会議は，2001年 7月下旬，「医療，環境，人材（労

働），福祉・保育，教育，都市再生」など公共性が高い重点 6分野の「規制改革」の基

本方針を決定した。市場原理に馴染まないとされてきた社会的分野への規制改革は，特

────────────
� Press, 1996, pp. 1−20参照。なお，ヴィーターは，同書で，1983年までに「人為的な競争（Contrived Com-

petition）」が続いたと見ている。
著者には貴重な資料の提供を受けるなどお世話になった。記して感謝したい。

４ わが国におけるおもな規制緩和推進論としては，当面，三輪芳朗『規制緩和は悪夢ですか』東洋経済新
報社，1997年，鈴木良男『規制緩和は何故できないのか－日本経済再生への大変革』日本実業出版
社，1994年を参照されたい。

５ 総務庁編『規制緩和白書－事前規制型行政から事後チェック型行政への転換を目指して－』1998年，86
ページ参照。
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殊法人改革とも関連し，国民生活にとくに大きな影響を及ぼすことになろう。

第 5に，中国をはじめアジア諸国の世界市場進出が顕著になる中で，日本企業は，産

業再生法制定・持株会社解禁・商法改正などの法整備を受けて，カンパニー制や持株会

社の採用，M & A（企業合併・買収）などリストラクチャリング戦略を展開してい

る。米・欧・日多国籍企業相互のメガ・コンペティション（大競争）時代における大規

模・迅速な事業再編によって，所得格差・地域格差・情報格差にくわえて南北問題など

国家・地域間の格差が拡大しつつあることが懸念されている。

Ⅱ 規制と「市場の失敗」

1 公的規制の根拠

企業に対する「公的規制」については，「公的機関が企業の行動を，一定の規律でも

って，制限する行
6

為」とする見解が一般的である。

しかし，規制は，企業行動を制限したり制約する側面だけでなく，「国家による経済

への介入・調整・誘導」という視野の中で位置づける必要がある。公的規制は，様々な

経済主体の取引の場である「市場」について，公正な秩序＝市場秩序形成のために，公

的機関が設定する規律＝ルールであり，個々の規制はその一環を示すものと考えられ

る。

公的規制は「経済的規制と社会的規制」とに分けられるが，植草益氏は，前者を「自

然独占や情報偏在が存在する分野において資源配分非効率の発生の防止と利用者の公平

利用の確保を主な目的として，企業の参入・退出，価格，サービスの量と質，投資，財

務・会計等の行動を許認可等の手段によって規制すること」と規定する。これに対し

て，「社会的規制は，労働者や消費者の安全・健康・衛生の確保，環境の保全，災害の

防止等を目的として，財・サービスの質やその提供に伴う各種の活動に一定の基準を設

定したり，特定行為の禁止・制限を加えたりする規制」であり，「資格制度，検査検定

制度および基準認証制度によって特定の行為の禁止や営業活動の制限を補完している」

とい
7

う。

また，総務庁編『1998年版規制緩和白書』においては，公的規制の目的として以下

の諸点を挙げている。

（1）自由な活動に任せていては，安全の確保，環境の保全などが十分に図られなくな

るため，これを回避する目的で政府が何らかの規制を行う場合である（外部不経

済の回避）（例）高圧ガス保安法，消防法等による安全規制，大気汚染防止法に
────────────
６ 植草 益『公的規制の経済学』筑摩書房，1991年，3ページ。
７ 植草 益，同上書，24−25ページ参照。
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よる環境規制。

（2）財やサービスを生産・提供する側の情報を消費者が十分に得ることができないた

めに被る不利益を解消する目的で，政府が何らかの規制を行う場合（情報の不完

全性による不利益の回避）（例）家庭用品品質表示法，消費生活用製品安全法な

どによる商品の品質・安全性の表示に関する規制。

（3）規模の利益が存在する場合，自由競争に任せていては最終的に市場が独占され，

価格決定やサービスの提供の面で消費者が不利益を被る結果となるので，こうし

た事態を避けるため，政府が特定の事業者に参入を認める一方，価格やサービス

の提供等についても規制を行う場合（規模の利益が存在することによる不利益の

回避）。

（例）電気事業法・ガス事業法の規制

（4）幼稚産業の育成や衰退産業の円滑な構造転換など，産業の健全な育成を図るた

め，政府が参入の規制などを行う場合（産業の健全な育成）。

（5）農産物需給の調整と安定を図ることにより，消費者家計の安定と生産者の所得の

確保を行う場合（食料供給力の維持・確保と国土・環境保全などの農業・農村の

公益的機能の発揮）（例）主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律の規制な

どが考えられ
8

る。

以上のような規制の中には，「社会経済情勢の変化などに伴って，意義が薄れたり，

技術進歩などにより実効性を失ったりする場合が少なくない」との理由で，公的規制の

見直し，「不要あるいは弊害を及ぼすようになった規制について廃止，緩和を図る必要

がある」ものがあるとい
9

う。

確かに，「規制大国」と称される硬直的な日本の行政構造における許認可行政の中に

は，国民の観点からみても過重な規制や不要な規制もあることは事実であ
10

る。その場合

の廃止・緩和措置は，公正な市場秩序を維持するための公正なルールや基準の設定の下

に行われることが望ましいであろう。

2 規制緩和から規制改革へ

規制の根拠について，『規制緩和研究会報告書（1986年）』は，「市場の失敗によって

資源配分の効率性が確保されない場合に，それを是正するために政府の政策が必要とさ
────────────
８ 総務庁編『規制緩和白書』1998年，198−200ページ。なお，規制の根拠と市場の失敗についての研究
は多いが，最近の諸学説の考察は，Robert Baldwin and Martin Cave, Understanding Regulation−Theory,

Strategy, and Practice, Oxford University Press, 1999を参照されたい。
９ 総務庁編，前掲書，201ページ。
１０ 批判的視点からみても，評価される規制緩和，改革を要する規制，規制の必要もある分野などを丹念に

指摘された見解として，中村太和『検証 規制緩和』日本経済評論社，1998年，鹿児島重治『悪い規
制，良い規制』サンドケー出版局，1995年，を参照されたい。
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れる」とい
11

う。

しかし，一般に，「市場の失敗」の前提となる理想的な「市場」は，「完全競争」が想

定される取引の場であり，需要と供給の価格形成によって調整され，最適の資源配分が

達成されるとされている。それを歪める要因が「市場の失敗」であり，公的規制が必要

とされるわけであ
12

る。しかし，現実の商品・サービス取引の場＝市場は，様々な経済主

体が登場し，複雑多様であり，しかも歴史的に分厚く形成されたものである。市場原理

主義者が想定する，完全競争の参加者＝取引当事者は，お互いに相手の情報を所有せ

ず，面識もない空虚な経済主体モデルにすぎない。

しかし，現実の市場取引では，グループ経営を行う巨大企業，またはその関係会社，

下請企業，中小企業などの多様な市場取引業者が存在する。なかでも，一般に，大手企

業は，巨大な資本力・技術力を持ち，したがって，参入障壁が高くなると，数社の大手

企業からなる「寡占市場」が形成される。各社は，競争を繰り広げる中で，より高く安

定した利益率を実現するために経営戦略を駆使するのであるが，周知の「寡占的反応」

行動とよばれるように，ライバル企業の動向を常に注目し，情報を収集し，互いの経営

戦略に反応して企業行動を展開しているのである。

規制緩和とは，実効性を期待した重要な政策として導入されるわけであるから，こう

した具体的な「市場」に及ぼす影響は大きい。規制緩和をめぐる論議のこれまでの経過

では，公的規制の撤廃・縮小にのみ力点が置かれ，現実の寡占体制そのものの「改革」

には殆ど言及がない。これでは，現実の市場への参加者は，資本力の差において圧倒的

格差が存在する中で，優勝劣敗が明白となるむき出しの「競争」に鎬を削ることになり

かねない。さらに，規制緩和によって国際的な市場開放がすすむ中では，巨大資本とい

えども，コスト削減・リストラクチュアリング（事業再構築）・新製品開発など，果て

しない国際競争力強化のための経営戦略を行使する手を緩めることができない。

このような規制緩和をめぐる状況から，「最近，過去の経済自由化政策に対する一定

の反省の気運が生まれている。その反省は，とにかく政府介入を極小化するということ

に専心するあまり，政策当局がその後の市場状態に注意を払わず，競争の実現が不十分

になることを見過ごしてしまった点に向けられている」という見解が生じたことも当然

であ
13

る。

まことに，「規制緩和という語の欠点は，規制のレベルが低くなればすべて規制の
────────────
１１ 経済企画庁総合計画局編『規制緩和の経済的効果』規制緩和研究会報告書，1986年，4−9ページ参照。
１２ ボールドウィンとケーヴ（Robert Baldwin and Martin Cave）は，規制の根拠として，①独占と自然独

占，②棚ぼた利益（経済レント），③外部性，④情報の不十分性（非対称性），⑤サービスの継続性と有
効性，⑥反競争的行為と恣意的価格設定，⑦公共財とモラル・ハザード，⑧不均衡な購買力（バーゲニ
ングパワー），⑨欠乏と割当（配給），⑩分配の不公正と社会政策，⑪合理化と調整，⑫計画化，を指摘
している（Robert Baldwin and Martin Cave, op. cit., pp. 9−17参照）。

１３ 川本 明『規制改革－競争と協調－』中公新書，1998年，30ページ。
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『緩和』に該当し，市場競争が実現されたかどうかという肝心の点が焦点にならないこ

とである」。「現実（の市場）にはそうした競争が自動的には実現しない場合が多い。か

つての国有企業や競争政策にあった企業は，強力な市場支配力を有することがしばしば

であ
14

る」。

OECD（経済協力開発機構）や欧米諸国では，早くから「規制改革（regulatory re-

form）」が，「競争の実現」・「競争促進的規制制度」（procompetitive regulatory regime）」

を示すキーワードとして登場していた。アメリカ政府が，日本側の電気通信に関する規

制改革の不十分な点として，支配的通信事業者＝NTT の市場支配力の規制と，独立規

制機関の創設，を強く主張していることを想起されたい。

アメリカによる支配的事業者規制と独立規制機関の提起は，同国の「規制緩和」が競

争政策の徹底に力点があることを示すとともに，日本の省庁など規制主体と規制される

企業との癒着構造に懸念を抱いているからである。国際比較の観点から見ても興味深い

論点である。

Ⅲ 寡占市場と競争政策の展開──独占禁止法の機能──

1 規制改革と独占禁止法

スティーブン・ヴォーゲルは，「規制とは，あらゆる政治経済制度の基本にある政府

と産業界の関係を規定するものであり，したがって規制改革はその関係を規定し直す作

業である」とい
15

う。アメリカの航空事業では，「規制緩和“deregulation”と呼ばれる行

為のほとんどのケースにおいて，政府は自由化を，古い規制の再形成と新しい規制の創

出という“reregulation”「再規制」──と組み合わせたのだった。こうして我々は，競争

の強化と規制の増加という結果に立ち至った。そして，これこそが世界的傾向なのだ。

規制緩和が世界の潮流ではないのだ」という。「自由化は規制の強化を意味する」とす

るのは卓見である。競争政策を推進するには特有の誘導・規制システムが必要になるか

らである。電気通信事業では，支配的事業者への規制を強化せざるをえず，「金融分野

では，競争の激化にともなって，取扱いに慎重さを要する種類の規制を強化しなければ

ならないこともあ
16

る」。

────────────
１４ 川本 明，同上書，31ページ。
１５ Steven K. Vogel, The Transformation of The Japanese Economy−The Political Battle over Deregulation, Cor-

nell University Press, 1996（スティーブン・ヴォーゲル著，岡部曜子訳『規制大国日本のジレンマ』東
洋経済新報社，1997年，3, 5ページ）。また，同書で，「規制改革こそは先進工業国で進行している変
革の核心である」，「改革（規制改革－上田記入）であるはずのものが，なぜしばしば『規制緩和』とい
うレトリックで表現されるのか」と指摘されている。この点は，私見と同様である（ibid.，同上書，3,
5, 20ページ参照）。

１６ Steven K. Vogel, ibid .，岡部曜子訳，同上書，3, 5ページ。
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現状に合わせた規制システムの再形成が必要になるために，いわば「規制緩和のパラ

ドックス（逆説）」とでもいうべき事態がすすんでいるのである。日本における「規制

緩和から規制改革への戦略転換」という最近の傾向もようやく，規制緩和一辺倒から，

公正な市場秩序を構築すべき規制改革の新たな段階にきていることを示しているのでは

なかろうか。

『2000年度規制緩和白書（総務庁編）』では，「規制緩和の将来展望」として，「3つの

観点」を挙げている。第 1に，「規制改革」の徹底，第 2に，「日本新生」をかかげた

「経済社会の構造改革に資する規制改革の積極的な取組みである」，第 3に，IT 化（情

報化）への積極的対応である。「規制改革」については，1999年に規制緩和委員会が規

制改革委員会に名称変更したことにともなって，「構造的な環境変化に対応して，規制

の全体を再構築していく作業である」とし，規制緩和・撤廃にともない，「必要な場合

には，例えば競争政策や消費者政策，環境問題，セーフティーネットの構築などの観点

から，自由で公正な経済社会にとって必要とされる新しいルールの確立」をも目指すと

い
17

う。

このように，規制緩和・撤廃一辺倒の自由放任的新自由主義は破綻しているといって

よい。競争促進のための「新しいルールの確立」という形で，規制の新設・再規制をも

射程に入れざるを得なくなっているのである。

2 競争促進政策＝独占禁止政策の変貌

川本明氏は，「市場が自ら最適の均衡を実現する」「完全競争モデル」は，「企業には

ライバルの顔が見えない」非現実的な競争であることを指摘しながらも，「市場構造が

完全競争的であれ寡占市場的であれ，競争状態は各企業に内部効率性を最大限高め，実

現可能な最小費用での財サービスの生産を行う圧力を加える」と，現状を前提とした競

争促進論の立場を表明されてい
18

る。

現実に近い寡占市場を対象にした競争促進政策の法的規制の要は，独占禁止法であ

る。総務庁編『1998年版規制緩和白書』は，「公正かつ自由な競争を促進するため，規

制緩和とともに競争政策の積極的展開を図る」こととし，貝体的には，「①独占禁止法

違反行為に対する厳正・積極的な対処，中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な

取引，消費者の適正な商品選択を妨げる不当表示等に対する厳正・迅速な対処，②公正

取引委員会による需給調整規制等により参入が制限されている分野等の調査・提言，独

占禁止法適用除外制度の必要最小限化や地方公共団体が講じている参入規制等の実態調

査等の実施，③規制に代わって競争制限的な行政指導が行われることのないよう所要の
────────────
１７『2000年度規制緩和白書（総務庁編）』93ページ。
１８ 川本 明，前掲書，34, 35ページ。

規制緩和と競争政策（上田） （ 377 ）１０３



調整を図ることなどの措置を採るとしている」とい
19

う。

世界的には，競争促進政策の要というべき独占禁止法の規制緩和がすすんでいる。

その背景としては，アメリカを中心に，ダイムラーとクライスラーの自動車大合併の

ように，1990年代後半の「第 5次企業合併運動」＝世界的な超大型企業合併・買収運動

の高揚がある。合併と独占禁止法との関連をみると，1世紀前の 19世紀末に，同一業

種内で数十の企業が数ヶ月間で「合同（consolidation）」し，一挙に市場の 8, 9割近くを

文字どおり「独占」する第 1次 M & A が生じたことに始まる。それは，1901年 U.

S．スチール社の成立のように，水平的合併によって，独占による市場支配力規制問題

を生じさせたが，こうした市場集中による独占化に対して，1890年シャーマン反トラ

スト法が制定され，独占禁止法制定が世界各国に普及し，少数企業の競争＝寡占市場論

が経済学や経営学の主流になったのである。

アメリカの伝統的な独占禁止政策の主流派理論は，ハーバード学派である。それは，

完全競争市場なら効率的資源配分がなされるが，独占市場ではもっとも非効率な資源配

分になるという考えから，「現実の寡占的な市場ではその中間にあるので，できるだけ

競争市場に近づけ資源の効率的な配分をめざそうとする学派である」。そのため，市場

構造（企業の数と規模分布など）から市場行動（価格設定など）がきまり，その結果資

源配分などの「市場成果」が決まってくるとす
20

る。いわゆる市場構造・行動・成果理論

である。その思想は，「市場構造主義」といわれ，1968年の合併ガイドラインでは，「4

社の集中度が 75％以上の高集中度の場合，合併企業および被合併企業の市場シェアが

それぞれ 4％以上であれば，訴追の可能性あり」といった基準が明記されていた。

しかし 1980年代レーガン政権の下で，独禁法緩和の傾向が顕著になった。G. J．ス

ティグラー（Geoge J. Stigler）などのシカゴ学派は，「市場集中のいかんにかかわらず

産業，特に寡占産業はいろいろな形での競争をダイナミックに繰り広げている」とす
21

る。「規模の経済」による生産効率の改善を優先するため，市場集中度よりも，合併が

市場に及ぼす影響に焦点が当てられ，参入の容易さ，製品差別化の程度，企業の市場行

動などが重視されるようになった。「価格上昇など消費者の不利益につながる競争排除

的行動を厳しく監視すべき」という「市場行動主義」が主流となったのである。独禁当

局は，97年 4月に 5年ぶりに合併審査基準を変更したが，その主眼は，「コスト削減な

ど経営効率の拡大効果を重視する」という合併基準の緩和であり，リストラ型合併を促
────────────
１９ 総務庁編，前掲書，1998年，100ページ。
２０ 松岡憲司「見える手から，見えざる手へ－規制緩和と競争－」（上田 慧・谷口明丈・松岡憲司『企業

社会のゆくえ－21世紀への胎動－』昭和堂，1991年，77−78ページ参照）。
２１ 松岡憲司，同上論文，78ページ参照。スティグラーは，規制撤廃の点で先駆的であり，S−F Study，と

いわれる 1962年の論文で，1912, 22, 23, 37年の電力産業の料金・報酬率の調査分析により，州公益事
業委員会の規制の非効率性と規制撤廃の主張を開始した（G. Stigler and Claire Friedland，“What can regu-
lators regulate?”，Journal of Law and Economics, 5, 2, Oct. 1962, pp. 1−16参照）。
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進する効果をもたらしてい
22

る。

ハーバード学派とシカゴ学派の中間に，折衷的立場の M. E．ポーターなどの「戦略

的行動論」がある。ポーターは，「企業が成長するうえで（いや，生き残るためにも）

カギとなるのは，ポジショニングである。既存の企業であれ将来の新規参入組であれ，

直接の競合企業からの攻撃に対して備えを固めつつ，買い手，供給業者，代替製品とい

った方面からの侵略にも強いポジションを獲得しなければならない」，「競争の要因は，

個々の業界における既存の競合企業を超えたところに存在する。買い手，供給業者，新

視参入の機会を窺う企業，代替製品などは，業界によってその明確さや活発さの点で差

があるとはいえ，すべて競争参加者なのであ
23

る」。

細部はともかく，ポーターの競争の概念は同一市場内の寡占企業間だけでなく，周辺

関連企業へのきわめて戦略的な対応として具体的に把握されているところに特徴があ

る。

また，新しい見解として，W. J．ボーモルが開発した「コンテスタビリティ理論」が

ある。市場からの企業の退出時に回収不能の埋没費用（サンクコスト：sunk cost）が殆

どなく，参入・退出が自由の場合，「つねに潜在的参入者による競争圧力がはたらく」

ので「効率性が実現される」とするものであ
24

る。この理論は，とくに自然独占とされて

きた公益事業における競争圧力として注目を浴びているが，その前提条件が厳格すぎる

などの問題点が指摘されている。

とくに，公益事業は，広域的なネットワーク伝送設備を通じて，ライフラインともい

うべき産業・生活に不可欠のサービスを継続的に供給する義務を負っている。そうした

事業特性からいっても，埋没費用が大きく，市場メカニズムや競争原理を導入すること

は，容易ではない。単に新規参入を自由化するのではなく，何らかの潜在的・仮想的な

競争圧力が働き，経営効率の向上や料金の適正水準への引き下げなどの経営努力を促す

「インセンティブ規制」が行われている。

3 被規制産業・公益事業の規制と競争

「公益事業」の場合は，公衆通信サービス，公衆運輸サービス，電気・ガス・水の一
────────────
２２ 上田 慧「第 5次企業合併運動とクロスボーダー M & A」『同志社商学』第 51巻第 1号，1999年 6

月，485−486ページ参照。
２３ Michael E. Porter, On Competition, Harvard Business School Press, 1998（M．ポーター著・竹内弘高訳
『競争戦略論Ⅰ』ダイヤモンド社，1999年，12, 33, 60ページ）。

２４ 松岡憲司，前掲論文，79−80ページ。この学説の体系的な整理は，W. J. Baumol, J. C. Panzar and R. D.
Willig, Contestable Markets and the Theory of Industrial Structure, Harcourt Brace Javanovich, 1982参照。な
お，その例として挙げられるアメリカの航空事業について，規制緩和の問題点を示した，上田 慧「ア
メリカ航空事業の規制緩和と国際戦略提携」（『同志社商学』第 49巻第 5・6号，1998年 3月）を参照
されたい。また，その限界の指摘としては，山谷修作編著『現代の規制政策－公益事業の規制緩和と料
金改革－』税務経理協会，1991年（第 6章 山内弘隆稿）参照。
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般供給サービス事業に携わるネットワーク型広域伝送事業としての事業特性から，重複

投資と破滅的競争の回避を根拠に地域独占が公認され，「自然的独占」として，独占禁

止法の適用除外例とされてきた。その事業範囲については，「パブリック・ユーティリ

ティ・ステータス（Public Utility Status）問題」として国際的論争があるが，法的規定

面では，日本を含めて各国の歴史的事情によって異なるが，上記 3事業についてはほぼ

合意があると思われ
25

る。

しかし，近年のバイパス技術（Bypass Technology）を通じた飛躍的な技術革新によっ

て，通信衛星など多様な新興のネットワークや，アクセス型端末に加えて，携帯電話な

どポータブル（ハンディ）型端末の普及，LAN などプライベート型ネットワークの台

頭という形で，ネットワークの分化＝多様化が生じている。それは，郵便事業に対する

宅配便の挑戦，電気通信事業者における第 1種，第 2種電通事業者の参入・インターネ

ットの発展，鉄道事業をめぐる輸送機関相互の競争など，「自然独占」とされる公益事

業においても，競争環境の圧力が高まっていることを示すのである。

そのことは，従来の規制下の「自然独占」の範囲を相当程度狭めているが，歴史的に

みても，公益事業は決して競争要因を排除していない。例えば，現在でも，都市ガスの

場合は 244社も存在するのに，供給区域は都市部面積の 2割しか認められていない。し

かし，今回のガス事業法改正（95年 3月）では「大口顧客向けのガスの供給自由化」

に留まっている。

公益事業においては，多様な競争やアクセス要求を抑制することなく，公正な利用が

なされるような安定管理と透明性に富んだ規制改革が必要になってきている。公益事業

における競争がネットワーク間競争になり易いという事業特性を無視し，公的規制を撤

廃し，私的利害の競争にすべてを委ねることには無理がある。公益事業規制の代替案と

して，公有化，規制緩和・解除方式，課税とくに超過利潤課税方式，競争入札方式など

多様な形態がありう
26

る。

直江重彦氏は，最近の公益事業における規制緩和・競争導入について，以下のように

要約されている。「競争の導入によってこれまでのような料金規制が有効ではなくなる

ことから，伝統的な公正報酬率規制が廃止され生産性向上努力を盛り込んだ価格上限規

制（プライスキャップ制－上田記入）やヤードスティック規制が世界の多くの国でネッ

トワーク産業の料金規制の手法として採用されている。特に価格上限規制は料金体系設

定にかなりの自由度があるため，競争が導入された国での採用が盛んである。ヤードス

ティック規制は，競争がそれほど機能していない分野や市場で競争に代わる生産性向上

────────────
２５ 上田 慧「公益事業と公企業」大阪経済大学中小企業・経営研究所『経営経済』第 27号，1991年 3月

所収，を参照されたい。
２６ 佐々木弘『現代公益企業論』白桃書房，1981年，231−246ページ参照。
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圧力の手法として有効とされているが，この手法では規制のコストが大きいということ

もあって採用されている国は限られている。基本的にドミナントな事業者には価格上限

規制を課し，新規参入事業者には料金規制を免除する非対称規制が競争の初期の段階で

は有効であるとされている。しかし，ある程度競争が進展した場合には料金規制そのも

のが競争阻害要因となり兼ねないという問題があり，競争の進展した産業では料金規制

を廃止して，代わりに破滅的競争を避けるためのルールとして略奪的料金設定を禁止す

るなどの公正競争ル一ルを策定するという政策が多くの先進国で採用されてい
27

る」。

とくに，以下の指摘は重要である。「市場メカニズムを利用する新しい産業政策が採

用されはじめた」「1980年代の初めでは，ネットワーク産業の規制緩和政策は，小さな

政府を目指す行政改革と一致した政策と考えられていたが，その後の産業や市場構造の

変化は必ずしも規制緩和が小さい政府をもたらすとはいえないといわれるようになって

いる。むしろ，電気通信産業では規制緩和による競争の進展が，国民に多様で安いサー

ビスを供給するようになってはいるが，競争の複雑化やボトルネックによる市場支配な

どの問題が起こり，新たに公正競争の確保のための競争ルールの策定やそれの適用のた

めにより大きな行政機関が必要といった皮肉な結果をもたらしてい
28

る」。

長い引用になったが，この点は今後の公益事業をめぐる再編成を見る場合に注意を要

する点である。

Ⅳ 日米規制緩和協議の問題点

1 アメリカの規制緩和要求──通信規制の緩和──

近年のグローバリゼーションの進行と多国籍企業のグローバルな展開により，主権国

家の機能の低下が懸念されている。つまり，多国籍企業など企業の国際活動への規制シ

ステムの一国的限界の問題である。多国籍企業論では，移転価格や税の空洞化の問題と

して論じられてきた。かつて，「国家は個人や集団を保護するため，市場がとめどなく

変動しないよう管理できた」が，「グローバル化が極端に進んだ状況では，もはや国家

による保護は期待できない」。アウトソーシング（海外委託）など「中枢機能を国内に

集中し，生産を海外にゆだねる」方向をリチャード・ローズクランスは，バーチャル化

といい，「国家はもはやみずからの経済システムを制御できないのだ」とい
29

う。

しかし，2001年 9月 11日の対米テロ事件は，こうしたグローバリゼーションに対す

る国家の役割を変質させた。ブッシュ政権の対テロ対策・国防予算の急増・軍需産業の

────────────
２７，２８ 直江重彦『ネットワーク産業論』大蔵省印刷局，2000年，84−85, 93ページ
２９ リチャード・ローズクランス著，鈴木主税訳『バーチャル国家の時代－21世紀における富とパワー－』

日本経済新聞社，2000年，9−11, 73ページ参照。
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再強化をみても分かるように，対テロ勢力に同盟国との軍事協力で対峙する新軍事ドク

トリンに転換した。もはや国家は，バーチャルでありえない。多国籍企業とアメリカの

威信を守り，軍事的な再武装を行う強力な国家の出現といえよ
30

う。これが規制緩和にど

のような影響を及ぼすのか，新たな課題として生じている。

本稿では，これまでのアメリカにおける通信・IT・金融などにおける規制撤廃と規制

改革の経緯については割愛するが，アメリカによる対日規制緩和要求の内容を検討する

と，アメリカ型の「規制撤廃および競争政策」の推進を強く迫るもので，業種別にきわ

めて詳細で具体的なものである。米国大使館を通じた要望書では，「日本市場を米国の

製品・サービスに対し開放すると同時に，日本が持続可能な経済成長をとりもどすこと

に資する」として，「具体的な提案のみならず，日本における大規模な構造改革を求め

るものである」とされてい
31

る。米国企業への市場開放と日本の「構造改革」との接点に

「規制撤廃と競争政策」が据えられていると言えよう。

「電気通信および情報技術（IT）」では，IT 革命への取組みを評価しつつ，「日本がな

ぜ情報技術において投資や成長を刺激することが難しいかということは，その『電気通

信の慣行と政策』に原因があり，このことがこの分野の他の要素，例えばネットワーク

経済を形成するインターネット，電子商取引，コンピューター・サービスおよびソフト

ウェアにまで影響を広げている」。「低成長への政府の伝統的な反応（すなわち，特定企

業や技術の促進）には，真の革新や市場志向的対応を妨げ，この分野の負担となり続け

る歪みを市場にもたらしてしまう危険がある」。ここでは，NTT など「支配的事業者」

への強い規制と，独立規制機関（例えば，アメリカの連邦通信委員会など）の設立，競

争促進政策の推進を強く求めている点に注意が必要である。アメリカ型規制撤廃（緩

和）＝規制改革の強い要求を示している。とくに，「来るべき郵政省の大再編」に期待を

かけており，「郵政省はこの分野で NTT が独占しないような十分な競争安全策を講じ

ないまま，インターネット利用の拡大（例えば，定額接続，ファイバー・トゥ・ザ・ホ

ーム）を目的とする政策を是認した」と批判している。このような主張は，日本の郵政

省再編路線と一見符合するようではあるが，縦割り行政が根強い日本の行政機構の構造

的特質と抵触するために，日本政府との意見対立を残している。

すなわち，アメリカは，日本への市場開放要求を背景に，「競争促進型規制改革」を

明確に打ち出しているのであり，それ故にこそ，日本の「規制緩和」一辺倒の潮流の弱

点を突いている。とくに，「独立規制機関の効果的運営には，支配的事業者（不均整）

規制に基づく強い権限が必要である。米国政府は日本政府が 2000年度の法案を準備す

────────────
３０ 日経ビジネス・日経アーキテクチャー他編『テロとグローバル資本主義の明日』日経 BP 社，2001年

参照。
３１ 以下，米国大使館『日本政府への米国政府年次要望書』（2000年 10月 12日）参照。
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る際に，消費者の利益を主目的とする競争促進型の規制枠組みを確立し，全ての規制行

動を指導する根本的基準を作るよう提案する」との案は，アメリカ的な独立規制機関設

立という，日本にとっては新たな規制方式の導入になり，短期的には困難視されてい

る。

具体的には，「NTT は，ISDN 回線上の発信・着信へ課している接続料金を取り止め

る。NTT 東西会社によって予測された割合より大幅にトラヒックが増加した場合，接

続料金の引き下げを早める。長期増分費用方式（LRIC）を見直す際，距離ベースの料

金の代替として，従量制の接続料金を導入する」ことが要求され，「日本政府は電気通

信事業法におけるコモン・キャリア条項の範囲を拡大し，一般第二種電気通信事業者と

特別第二種電気通信事業者を含めるべきである」という。その他，情報技術（IT）で

は，デジタル商品の取引推進・事業者の法的責任・知的所有権・電子商取引を利用した

政府調達・セキュリティーなどに関するものである。

2 医療・医薬品，金融，住宅，エネルギー，流通の規制撤廃

アメリカの市場開放・規制撤廃要求が明確な分野として注目されるのが，医療・医薬

品，金融，住宅，エネルギー，流通である。とりわけ，「日本の医療システムの効率向

上を目指し，広告や医療サービスの範囲などを含む医療サービス分野の規制を撤廃」，

「『医療法人』の定義を緩和してさらに多くの業務が委託可能となるようにする」とする

点は，現在の新たな医療面における「社会的規制撤廃・競争原理導入」の動向に符合し

ている。

金融についても，「米国政府は，……日本の金融市場のさらなる開放と発展に向けた

ビッグバン計画下での追加策に関心を持って見守っていく」。とくに，「郵便金融機関

（簡保ならびに郵貯）による投資顧問会社サービスの利用を解禁」，「税制優遇措置のあ

る確定拠出年金プランを導入」，「金融分野での規制・監督慣行の透明性を改善」，「保険

分野の規制緩和をさらに推進し，その市場を国際競争に開放する取り組みを歓迎する」

こと，金融庁の開始にあたり，「原則の 1つとして，競争推進という目標を採用する」

こと，「日本が簡保引受行為を新たな生・損保の商品にまで拡大することを一切考慮し

ないよう」要請するなど，かなり立ち入った問題を提起している。

住宅では，「4階建ての木造住宅許可などの日本政府が発表した措置によって米国は

大変勇気づけられた。これらの規制緩和変革が，木造建築工事および幅広い種類の内装

製品や機器の使用に多くの新しい機会をもたらすことを，米国は期待」し，「中古住宅

市場の活性化」，政府が確約した建築基準法での「性能規定型条項」の実施を求めてい

る。

流通分野については，「日本においては外国製品が港に到着してからエンドユーザー
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の手に届くまでの物流過程は，他の主要国と比べ，依然として厳しく規制されているの

で，コストも割高で時間もかかっている」。このような「流通コストや流通時間の長さ

は，…貿易に歪みを生じさせている」として，通関・輸入手続きなどの規制緩和を求め

ている。大規模小売店（大型店）について，「日本の小売業の生産性が低いのは…極め

て生産性の低い多数の小規模店に起因する」と述べ，「この生産性の低いことが，日本

経済の回復を阻害している」と述べている。

とくに，「競争政策と独占禁止法」では，公正取引委員会の独立性の保護・独占禁止

法（独禁法）の執行強化・談合の排除・規制産業における競争促進・株式取得における

競争の確保・公正取引委員会の人的資源の増加・流通分野における競争促進を重点とし

ている。「透明性およびその他の政府慣行」としては，パブリック・コメント手続き，

政策評価と規制インパクト分析，行政手続および慣行などを指摘しつつ，とくに，企業

経営について，「商法は，内外の企業に対し日本での好ましい経営環境を確保するうえ

で中心的な役割を果たしている。…商法改正は，外国企業が日本市場に参入し業務を行

う能力にも，大きな影響を及ぼす。商法がこのような方向で修正され実施されれば，日

本経済の活性化にも肯定的な影響をもたらすことになるため，日本の 2002年度のでき

るだけ早い時期に改正される必要がある」と述べている。企業の再編・リストラクチュ

アリング戦略を促進する国際的側面として重要である。

3 日米新経済協議と電力事業自由化

とりわけ，エネルギーでは，「日本政府が卸売りと小売りの両分野において，規制さ

れかつ競争的な環境を促進させるためのより積極的な措置を取ることを求めている」こ

とが注目される。「短期間に『日本の IT 社会』を実現することは，日本が，より安価

で効率のよい電力の供給ができるかどうかにかかっている。つまり，IT の成長とエネ

ルギーの規制緩和は，同時に進行する」，「日本政府が 2000年 3月 21日に実施した電力

の一部自由化の重要性を認識しながらも，公正で透明かつ非差別的な電力託送および配

電設備，ガス・ターミナルやパイプラインへのアクセスを促進するためには，さらなる

措置が必要であると信じる」として，独立した規制機関の設置や，専門スタッフの配

属，さらには，「最近になって実施された日本の電力会社の発電，託送，配電業務に関

する会計の分離は歓迎されるものの」…「機能的な分離を実施し，それによって，主要

な電力会社の発電部門および独立系の発電事業者を含めたすべての競争関係にある発電

事業者が，託送サービスの料金と利用可能状況に関する情報に平等にアクセスできるよ

うにする」ことを要求している。

このように詳細な「電力・エネルギー市場自由化」・市場開放＝規制撤廃要求は，ア

メリカのエネルギー大手資本「エンロン」社などの対日進出利害を如実に反映している
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ように思われる。このように，かつては公益事業の典型とされていた電力事業などにお

ける「規制緩和」の影響も国際的である。ブッシュ米政権にとって「日米新経済協議」

は，米企業による日本への「要求を吸い上げる包括的窓口の創設という意味もある」と

の報道がなされており，すでに米国系資本が積極的に進出している。

日本の地域独占型電気事業体制は，1996年の卸電力入札にはじまり，電力小売りの

2003年完全自由化を見越して，米欧の電力・エネルギー資本が対日進出し，構造的に

変革されようとしている。奥村皓一氏は，「すでに，米欧エネルギー業界では規制緩和

と産業の再編が進み，料金値下げ，買収・合併，市場を反映する電力取引へと本格競争

の時代に入り，国境や業界（電力，石油，ガス）の垣根を超える合併で総合エネルギー

のグローバル企業が出現し始めた」と指摘してい
32

る。

ブッシュ大統領の選挙地盤でもあるテキサスに本拠を構え，現代の電力・エネルギー

自由化の寵児と呼ばれた米国のエンロン社が，持ち株会社方式で電力会社 10社の発電

・送配電の分離などによる機能別分社などを柱にした日本の電力市場改革案を発表し

た。

エンロンの提言は，「電力会社に電力の競売を義務付け，新規参入者が自由に電力を

売買できる仮想市場を 2002年中に創設する」，「既存の電力会社を発電部門と，送電，

配電，小売りの各部門に分離し，持ち株会社方式で分社」する方式であった。エンロン

は青森，福岡，山口の三県で関連会社による発電所建設計画を打ち出し，「発電，送配

電一貫体制が安定供給の基盤」と主張する日本の電力業界は，電力危機を招いたカリフ

ォルニア州の例をあげて不安が大きいと反発してい
33

た。

しかし，2002年 2月現在，エンロン社は，IT 不況の影響，簿外金融取引の失敗で破

綻し，倒産したことにより，エンロン社債を保有していた日本の運用会社の MMF（マ

ネー・マネジメント・ファンド）が元本割れを起こすなど，日本をはじめ世界各国の金

融機関に被害が及んでいる。さらに，インサイダー取引疑惑，ブッシュ政権閣僚はじめ

政界への多額の政治献金，エネルギー自由化政策との関連，証拠隠滅，簿外取引などの

アメリカ企業会計の悪用など，はてしなき市場原理主義と規制緩和路線の破綻の極地を

示すことになった。いわゆる「エンロン・ゲート」問題は，日本の電力事業の自由化・

規制緩和問題に大きな教訓を残したといえよう。

────────────
３２ 奥村皓一「地域独占を崩す－電力自由化の大波－」『エコノミスト』第 78巻第 38号，2000年 9月 12

日号，56−58ページ参照。
３３『日本経済新聞』2001年 5月 16日付参照。
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Ⅴ 社会的規制の新たな展開

1 狂牛病事件と雪印食品牛肉偽装事件にみる規制緩和問題

狂牛病（牛海綿状脳症，BSE）事件と雪印食品の牛肉偽装事件は，日本の「規制緩

和」路線の下で生じた重大事件である。行政の法規制を回避し，業者の自主責任・自主

規制を促進した農水省の責任は重い。雪印食品不祥事事件は，国の補助金による国産牛

買取制度と，牛肉ラベル貼付けの業者責任を悪用した反社会的行為である。

こうした事件は，古くから経営学の課題であった，「企業倫理」の重要性を示すとと

もに，「社会的責任」問題が今でも重要であることを示しているが，これだけではなく

行政の責任が問われている。この点でも，規制緩和・自由化は，規制の強化を生み易い

というパラドックスを生み出している。

品質の改ざん表示は，そもそも実情を直接知りうる企業側と，そうした情報を決定的

に不足している消費者側との「情報の非対称性」と「モラル・ハザード＝倫理観の低下

による悪乗り行為」の存在を端的に示しており，規制の根拠とされる「市場の失敗」を

示すものであ
34

る。そのことは，行政と企業の側との「情報の非対称性」によって，二重

の意味で「市場の失敗」を示し，いわば規制緩和の失敗さえも示すものである。

前述した公的規制の根拠に即して指摘すれば，（2）情報の不完全性による不利益の回

避，だけではなく，食品の安全の確保を損なった点で，（1）外部不経済の回避を示して

いる。市民生活になじんだ食生活における雪印の独占的位置からみて，（3）規模の利益

が存在することによる不利益の回避，の根拠にも波及している。

同様の問題点は，狂牛病事件と農林水産省の行政責任回避の問題点にも現れている。

雪印事件についていえば，すでに 2000年夏の雪印乳業集団食中毒事件においてその

根源が現れていた。雪印乳業大阪工場は，厚生省が米国アポロ計画で使用された最新衛

生管理システムとして 1996年に食品衛生法改正により導入した「HACCP（危害分析・

重要管理点）方式」の承認を受けていたことに始まる。近年，世界各国が採用したこの

方式は，完成品の検査が重点にされず，「製造から流通までの各段階で，企業が自主的

に発生の恐れがある危害を予測，これを制御することにより製品の安全を確保するシス

テム。工程の適正管理が，そのまま製品の品質保証につながる」システムであ
35

る。この

システムは，「裁量行政を排除するため，社会的規制は必要最小限に」という規制緩和

の要請にこたえるもので，食品衛生行政が「事前規制型」から「事後チェック型」へ転

────────────
３４「市場の失敗」についての経済的分析は，井堀利宏『政府と市場－官と民の役割分担』税務経理協会，1999

年，23−48ページ参照。また，清野一治『規制と競争の経済学』東京大学出版会，1993年参照。
３５『東京読売新聞』2000年 7月 7日付参照。
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換したことを悪用されたと言えまいか。今回の雪印食品の牛肉偽装事件においても，食

肉の虚偽表示は過去に何度も問題になっていたが，農水省は有効な不正防止策を講じな

かった。今回の事件を契機に，農水省は 2002年 2月 8日，「食品表示制度対策本部」を

設置し，「食品表示制度」の見直しと罰則・監視制度の強化の検討を開始した。表示規

定の JAS（日本農林規格）法の罰則強化，生鮮・加工食品の表示の店頭抽出・モニタリ

ング体制の強化などの検討である。また，外資との提携の可能性を探る雪印乳業に対

し，農水省は，自由化対策への保護的観点から「外資排除」の圧力をかけたことを認め

ている。規制緩和が再規制をもたらすだけではなく，根本的な規制改革が必要とされて

いる。

狂牛病（BSE）事件についても，1996年 4月に，世界保健機関（WHO）の勧告を軽

視し，日本で狂牛病発生のリスクが高いとする EU（欧州連合）の報告書を無視し，国

会議員に「報告書案などない」と虚偽の姿勢をとったのも農水省である。農水省は，法

規制を見送り，禁止は行政指導にとどめたのであ
36

る。

96年当時，肉骨粉の牛への給与を法的に禁止していたのは，英国と欧州連合（EU）

だけであったが，当初，「生産者団体による自主的禁止」にとどめていたアメリカも，

WHO の勧告に敏感に反応し，97年 6月に法規制に着手し，97年 12月，欧州全域から

の肉骨粉輸入を禁止した。オーストラリアも同様であった。しかし，日本で，肉骨粉の

輸入禁止は，感染牛確認後の 2001年 10月であり，肉骨粉使用の法的規制も 2001年と

なり，国際的には大きく遅れた。初の狂牛病確認より以前に，国内製造の肉骨粉のうち

9割前後が，国際獣疫事務局（OIE）による加熱・加工処理などの国際基準を満たして

いなかったことさえ明らかになっている。日本の対応は，国際的潮流に逆行したともい

えるのである。狂牛病問題発生後，ドイツでは保健相と農相が責任を取って辞任し，農

業省は「消費者保護・食糧・農業省」に改組され，フランスでも，食品の安全強化を任

務とする食品衛生安全庁が設置された。

当時のわが国行政側の背景として，2002年 1月 31日に公表された「BSE 調査検討委

員会」の農水省職員へのアンケートの回答の中で，「1990年代は飼料についての規制緩

和が次々と行われた時代。使用禁止というドラスティック（徹底的）な措置が取れたか

どうか」…「安全を徹底するには新たな規制が必要である。しかし，規制緩和を唱える

業界や族議員の壁は厚い」との回答が注目され
37

る。つまり，規制緩和が，行政・規制の

甘さをよび，族議員などの政治的圧力は，規制による既得権益をもつ勢力だけではな

く，規制緩和路線の背後にも形成されており，それが大手の業界側の不正な権益を許す

温床になっているということになろう。本格的な「規制改革」の視点を欠落した，行政
────────────
３６『日本農業新聞』2002年 1月 10日付参照。
３７『毎日新聞』2002年 2月 3日付参照。

規制緩和と競争政策（上田） （ 387 ）１１３



の規制側と規制緩和派との「規制緩和をめぐる大闘争」から生じた隙間が，こうした重

大問題を生じさせることになったと思われ
38

る。

2 社会的規制と規制改革

こんにち，欧米各国の規制緩和論争に対応して，日本政府は「規制の国際的整合化」

をすすめ，「規制緩和の国際的な期待への対応」を推進しようとしている。諸外国との

「規制緩和対話」をすすめ，日米政府間では，1997年 6月日米首脳会談で上級会合と 4

つの専門家会合「①電気通信，②住宅，③医療機器・医薬品，④金融サービス」及び作

業部会を設置し，2000年 10月に双方から「規制緩和要望書」を提出したとされてい

る。

OECD では，99年 4月の日本に関する報告書では，日本は「市場主導型成長を促進

する国家を建設するため，現在の取引慣行から断固決別することが必要であるとしてい

る」。99年 9月には，APEC 第 7回首脳会議でも「競争と規制改革を促進するための

APEC 原則」が承認され
39

た。

2000年 10月 19日，経済対策閣僚会議決定の「日本新生のための新発展政策」にあ

げられている「景気の自律的回復軌道を確立し」にたいしては，すでに公共事業優先の

利益誘導型国債発行依存の財政支出赤字からみてもその破綻が明らかである。「①IT 革

命の飛躍的発展」では，IT 革命自体が「永続性のある経済発展」を保証するかどうか

は，アメリカの IT バブルの崩壊によって疑義が出ているし，②環境問題への対応の点

でも，アメリカの「京都議定書」離脱問題への日本の追随姿勢への国際的批判がある。

③活力に満ちた未来社会を目指す高齢化対策，も老後に不安を醸成する老人医療費の増

大など社会保障費の負担増が著しくなっている，④の「都市基盤整備」も地方切り捨て

・東京集中を加速させるような事態が進行している。

最近，IT 関連電機大手会社が，大規模なリストラを強行している。松下電器産業に

続き，富士通は国内外で 1万 6400人の人員削減，NEC は，国内で 2200人の請負社員

を減らし，合計 4000人を削減した。これに続き東芝が 1万 7000人（国内グループ社員

の 12％）という大規模リストラに踏み切る。大手だけで 7万人に達し，これまで大手

────────────
３８ 筆者の視点を明確にするために，日本に規制緩和が導入される際の評価については，以下の 3点を指摘

しておく。その第 1は，米国では The Big Deregulation Battle（規制緩和をめぐる大闘争）といわれたよ
うに，当初は，新規参入企業によって被規制企業との間で対立・競合を生じながら，結局は寡占に向か
い，反競争的な産業構造が再出する傾向がみられないかどうか。第 2に，企業活動の細部にわたる行政
指導・政省令が必要になるような「規制緩和のパラドックス」が生じないのかどうか。第 3に，需給調
整規制の解除による供給過剰が懸念されるが，現実に経営格差が大きい企業間に，「公正かつ自由な競
争秩序」を保証するシステムが考えられているのか否か。以上の検証が必要であると思われる（上田
慧「『規制緩和』と規制改革－ネットワーク論の視点から－」日本経営学会編『現代経営学の課題』経
営学論集第 67集，千倉書房，1997年 10月所収）。

３９『2000年規制緩和白書』前掲書，92ページ参照。
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の人員削減は海外が中心であったが，国内の大量の人員削減は，地域経済への影響がき

わめて大きい。

このような状況で，規制緩和が社会的分野に拡大し，総合規制改革会議が公共性の高

い 6つの重点「医療，環境，人材（労働），福祉・保育，教育，都市再生」を設定し

た。医療分野では，これまでの「出来高払い制」は「過剰診療を招きやすい」として，

病気の種類，程度ごとに一定額の診療報酬を払う「定額払い制」の導入が図られてい

る。病院経営への株式会社参入には異論も多いが，今後議論が本格化しよ
40

う。規制を取

り払い，民間参入をすべてに認め，効率化を優先させることでこうした問題を解決しよ

うとするのは安易である。

1998年白書は，「現制緩和の推進は，我が国経済社会を市場原理や白己責任の原則に

基づいた自由なものとするとともに，産業構造の大きな変革をもたらし，それによって

中小企業を含む新たな起業機会や雇用の創出にもつながるという極めて重要な課題であ

るが，一方でいわゆる規制緩和の『影の部分』といわれる雇用面へのマイナスの影響，

中小企業の事業活動や消費者の適正な商品選択への影響が懸念される場合もある」とし

てい
41

る。なお，中央省庁の再編と行政機構の改革は，「国と地方の行政の各部門が納税

者に対して，白ら要するコストを提示しつつ，自らの責任を果たす」仕組みの構築であ

るといわれる。とくに，近年，社会的分野の中でも「雇用破壊」と称される労働条件の

悪化，最低賃金制廃止の動き，就労の流動化，不定期な派遣労働の促進などが重要問題

として浮上している。就労を保証していた IBM などアメリカ巨大企業も，1980−95年

間に 1300万～3900万人をレイオフしてきた。就労の機会が短期的で，地域の産業連関

が流動化し，地域やキャリアが根こそぎ無視されるような企業社会からの脱皮が求めら

れている。リチャード・セネットは言う。「いまや資本主義は以前と異なる生産原理で

働いている。新資本主義の短期的かつフレキシブルな時間は，人の労働から，したがっ

て，キャリアから，持続性のある物語を作ることを最初から排除す
42

る」。

こうしたことの社会への影響，とりわけ，「誰が私を必要とするのか」という「人間

性の問い」が希薄になる社会全体の苛立ちが，最近のさまざまな社会諸相に反映してい

るかもしれない。目先の利益ばかりでなく，堅実な努力やキャリアが正当に報われ，人

間的な信頼感が生まれるような「人間社会」への脱皮が望まれる。

────────────
４０『日本経済新聞』2001年 7月 25日付参照。
４１『規制緩和白書』前掲書，1998年，191ページ参照。
４２ リチャード・セネット著・斎藤秀正訳『それでも新資本主義についていくか』ダイヤモンド社，1999

年，171ページ参照。
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おわりに──規制改革のゆくえ──

規制緩和が台頭した背景は，戦後の企業成長＝資本蓄積・再生産条件を支えた従来の

規制システムが，情報化・国際化・グローバル競争など新しい国際経営環境の変化に対

応する点で「制度疲労」に陥り，新たな規制システムの改革＝「規制改革（Regulatory Re-

form）が要請されていることにある。つまり，「規制緩和」は，規制の解除（撤廃）・緩

和・部分的改善・再規制・規制強化など，最近ようやくその現実適応性の複雑性が認識

されてきた「規制改革」の一部にすぎないのである。以上の理由により，筆者は，従来

の通説的見解である規制緩和論とは一線を画すのであるが，それにもまして重要なこと

は，アメリカからの外圧と行政の誘導による「上から」の「規制緩和」の国際的影響が

重視される。

とりわけ，ネットワーク産業としての事業特性をもつ公益事業（Public Utility）にた

いする規制（公益事業統制という）の緩和は，いっそう複雑であり，自然独占（Natural

Monopoly）とされる事業特性から，競争導入策も一般産業とは異なる形態とならざる

を得ない。規制緩和論が現実に政策的に適用されるにつれて，OECD においても規制

改革が重視されてきているのであ
43

る。また，規制緩和が，実際に競争促進策になってい

るかどうかも，実態に即して検証が必要である。いわゆる「経済的規制」における参入

規制の緩和＝「競争」促進の側面については，部分的な積極面の指摘は出来るが，基本

的には，「公正な競争秩序」の維持・再構築のための本格的な「規制改革」が必要とな

ってきていると考えられるのである。

────────────
４３ Organisation for Economic Co−operation and Development, Regulatory Reform, Privatisation and Competition

Policy, OECD, 1992（OECD 編，山本哲三・松尾 勝訳『規制緩和と民営化』東洋経済新報社，1993
年）は，そうした基調で論じられている。
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